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長久手市地域防災計画修正(案）要旨
Ⅰ　地域防災計画修正の根拠

市町村地域防災計画は、災害予防、災害応急対策及び災害復旧等に関する事項別の計画について定めた総合的な計画であり、毎年検討を加え、必要があると認めるときは、修正しなければならないとされている（災害対策基本法第42 条）。

また、地域防災計画の作成、修正は市町村防災会議の所掌事務とされている（災害対策基本法第16 条）。

Ⅱ　長久手市の取組みに係る修正事項
長久手市小・中学校避難所運営マニュアル策定に係る修正
　・これまで、避難所運営に関する事項については、平成２７年３月に県が策定した「愛知県避難所運営マニュアル」を準用することとしていたが、今回長久手市小・中学校避難所運営マニュアルを策定したことに伴い、必要な修正を行う。（Ｐ３）

Ⅲ　愛知県の取組みに係る修正事項

１　南海トラフ地震発生時における広域受援体制の確保に係る修正　　　　　　　　　　　

・南海トラフ地震発生時に、国からの支援を迅速かつ円滑に受け入れる体制を確保するために策定された「南海トラフ地震における愛知県広域受援計画」を踏まえ、災害予防、災害応急対策の編に「南海トラフ地震の発生時における広域受援」に係る内容を記載するなど、必要な修正を行う。（Ｐ３、４）

２　災害からの迅速な復旧・復興に伴う修正　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・第４編の名称を「災害復旧」から「災害復旧・復興」に変更する。

・罹災証明書の交付、住宅に関する相談などの記載を整理・充実し、被災者等の生活再建に係る章の名称を「被災者等の再建等の支援」に変更するなど、必要な修正を行う。（Ｐ５）

・また、被災した中小企業、農林業者の早期の事業再開を支援するため、事業資金の融資や関係団体等の支援情報の提供等の記載を整理・充実し、「商工業・農林業の再建支援」に係る章を新設するなど、必要な修正を行う。（Ｐ６）

３　愛知県地域強靱化計画の策定に伴う修正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・国土強靱化基本法（強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法）に基づき、平成２７年８月に愛知県地域強靱化計画が策定（平成２８年３月に拡充）されたことに伴い、地域防災計画と愛知県地域強靱化計画との関係について記載するなど、必要な修正を行う。（Ｐ７）

４　災害派遣福祉チーム（ＤＣＡＴ）の体制整備に伴う修正　　　　　　　　　　　　　　　
　・大規模自然災害時において、高齢者や障害者などの要配慮者を支援するため、県内被災地への福祉人材派遣の仕組みである災害派遣福祉チーム（愛知ＤＣＡＴ）を県が整備したことに伴い、必要な修正を行う。（Ｐ７）

Ⅳ　防災基本計画の修正や法令の改正等に伴う修正事項

５　土砂災害への対策の強化に伴う修正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・広島土砂災害をはじめとした最近の土砂災害の教訓を踏まえ、災害予防の編の土砂災害防止対策に係る章の名称を「土砂災害等予防対策」として整理するとともに、土砂災害警戒情報及び土砂災害警戒情報を補足する情報（メッシュ情報）等を活用した、避難勧告等の発令範囲の設定や、避難準備情報の発令による高齢者等の自主的な避難の促進などの対策を追加するなど、必要な修正を行う。（Ｐ８～１０）

６　業務継続計画の策定に係る重要な要素の明確化に伴う修正　　　　　　　　　　　　　　

　・県及び市町村が業務継続計画を策定する際に、少なくとも定めておくべき事項として、電気・水・食料等の確保や非常時優先業務の整理等を記載するなど、必要な修正を行う。（Ｐ１１）

７　水防法の改正に伴う修正　　　　　　　　　　　　             　　　　　　　　　

　・水防法が一部改正され、洪水、雨水出水に係る最大規模を想定した浸水想定区域の指定が規定されたことなどに伴い、必要な修正を行う。（Ｐ１２）

８　下水道法の改正に伴う修正　                                                   
　・下水道法が一部改正され、下水道管理者は浸水被害対策区域において、民間の雨水貯留施設等の整備と連携して浸水被害の軽減を推進するとされたことなどに伴い、必要な修正を行う。（Ｐ１２、１３）

Ⅱ　長久手市小・中学校避難所運営マニュアルの策定に係る修正
【主な修正箇所】

風水害災害対策計画　第2編 第9章（P28）

地震災害対策計画　　第2編 第7章（P151）、第3編 第10章（P197)

【新旧対照表】
　風水害等　Ｐ18、　地震　Ｐ14、P22　

　風水害等　第2編第9章第1節「避難所の指定・整備」
	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第１節　避難所の指定・整備　　

第５　避難所運営体制の整備

　　　　市は、県が作成した「愛知県避難所運営マ
ニュアル」などを活用し、市の実情を踏まえ
避難所ごとに運営体制の整備を図るものとす
る。
	第１節　避難所の指定・整備　　

第５　避難所運営体制の整備

　　　　市は、長久手市小・中学校避難所運営マニュアル及び愛知県避難所運営マニュアルにより、市の実情を踏まえ、避難所ごとに運営体制の整備を図るものとする。



Ⅲ_1　南海トラフ地震発生時における広域受援体制の確保に係る修正　

【主な修正箇所】

地震災害対策計画　第2編 第9章　(P157）

第3編 第4章　(P184)

【新旧対照表】
地震　Ｐ14、P20　

地震　第2編第9章第1節「応援体制の整備」

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第2節　広域応援体制の整備　

第１　応援の要請

　　市は、大規模な災害が発生し県内外からの広域
的な応援を受ける場合に、自衛隊・警察・消防を
始めとする広域応援部隊等の人員・資機材・物資
の集結・集積に必要となる活動拠点について、関
係機関と調整の上、確保に努めるものとする。
（追加）

	第１節　広域応援体制の整備

第１　応援の要請

　　市は、円滑に県内外からの広域的な応援を受け
ることができるよう、自衛隊・警察・消防を始め
とする広域応援部隊等の展開及び宿営の拠点・資
機材・物資の集結・集積に必要となる拠点、
緊急輸送ルートの確保、整備及びこれらの拠点等
に係る関係機関との情報の共有に努めるものとす
る。
　また、県が策定した「南海トラフ地震における
愛知県広域受援計画」に基づき、市は実施すべき
事項について定めておくものとする。



地震　第3編第4章第5節「防災活動拠点の確保」

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第5節　防災活動拠点の確保

（追加）
	第5節　防災活動拠点の確保
第４　市は、南海トラフ地震の発生時においては、「南海トラフ地震における愛知県広域受援計画」に基づき、国が実施する災害応急対策活動に対し、以下の広域的な受援活動を実施するものとする。
１　緊急輸送ルートの確保

被害が甚大な地域へ人員・物資・燃料等の輸送活動が迅速かつ円滑に行われるための緊急輸送ルートの確保のための活動

　２　救助・救急、消火活動

　　　救助活動拠点を開設し、広域応援部隊を迅速かつ円滑に受入れるための活動

　３　災害医療活動

　　　ＤＭＡＴ等による被災地内における医療機関への支援・調整を行う活動

　４　物資調達

　　　国が要請を待たず支援する避難所避難者への支援物資の受入、配分に係る活動

　５　燃料供給

　　　災害応急活動等に必要な燃料を確実に確保し、迅速かつ円滑に供給する活動




Ⅲ_2　災害からの迅速な復旧・復興に伴う修正　

【主な修正箇所】

風水害等災害対策計画　第4編 新第3章（P111、P113)

地震災害対策計画　　　第4編 新第4章（P228、P229)　

【新旧対照表】
　風水害等　Ｐ32　　地震　P26

風水害等　第4編第3 章 第1節「罹災証明書の交付及び被災者台帳の作成」、第4節「住宅等対策」

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第１節　義援金その他資金等による支援　　

第４　罹災証明書の交付等
　　　市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施するため、罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。
　　　また、必要に応じて個々の被災者の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。
第３節　住宅等対策　
第２　被災住宅等の復興相談
　　　被災した住宅・建築物の所有者に対して、補修・復旧方法等についての技術的な助言をし、効率的かつ効果的な再建を支援する。

	第１節　罹災証明書の交付及び被災者台帳の作成　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　罹災証明書の交付

　　　市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施するため、罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。
第２　被災者台帳の作成
また、必要に応じて個々の被災者の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的かつ効率的な実施に努める。
第３節　住宅等対策　
第２　相談窓口の設置
　　　相談窓口を設置し、被災した住宅の補修・復旧方法（技術面）、住宅再建に係る支援制度、住宅再建用地の確保、被災した住宅の解体撤去方法、災害公営住宅への入居等についての相談に対応する。



風水害等　第4編第5章 「商工業・農林業の再建支援」

	第５章　商工業・農林業の再建支援
第１節　商工業の再建支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　支援情報の提供及び相談窓口の設置
市は、被災中小企業等に対する援助、助成措置等支援制度に関する情報について、広く被災者に広報するとともに、必要に応じて、相談窓口を設置する。
第２節　農林業の再建支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　支援情報の提供及び相談窓口の設置　
市は、天災融資制度や日本政策金融公庫の融資制度（農林漁業セーフティネット資金等）等の支援制度について、被災した農林業従事者に提供するとともに、必要に応じて、農林業に関する相談窓口を設置する。
第２　金融支援等
市は、災害により被害を受けた農林業者又は農林業者の組織する団体に対し、復旧を促進し、農林業の生産力の維持増進と経営の安定を図るため、「天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法」に基づく利子補給等を実施する。



Ⅲ_3　愛知県地域強靱化計画の策定に伴う修正　

【主な修正箇所】

風水害等災害対策計画　第1編 第1章（P1）　
地震災害対策計画　　　第1編 第1章（P115)
【新旧対照表】
風水害等　P4　　地震　P4
風水害等　第1編第1 章 第2節「計画の性格及び基本方針」

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第2節　計画の性格及び基本方針
（追加）

	第2節　計画の性格

第２　他の計画との関係
４　強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法第13条において、県が策定する国土強靱化地域計画は、国土強靱化に係る当該都道府県の計画等の指針となるべきものとされている。


Ⅲ_4　災害派遣福祉チーム（ＤＣＡＴ）の体制整備に伴う修正
【主な修正箇所】

風水害等編　第3編 第9章（P79）　　

【新旧対照表】

風水害等　P27

風水害等編　第2編第9 章 第2節「要配慮者支援対策」

	現行（平成27年6月修正）
	改　　正　　案

	第2節　要配慮者支援対策

　
（追加）
	第2節　要配慮者支援対策

第９　県への要請
要配慮者の福祉ニーズ等への対応のため、県に対し、要配慮者を支援する災害福祉チーム（ＤＣＡＴ）を要請する。


Ⅳ_5　土砂災害への対策の強化に伴う修正　
【主な修正箇所】

風水害等編　第2編 新第3章（P14）、第8章（P25)、第3編 第2章（P42、P45、P46)

【新旧対照表】

風水害等　P9、P15、P21、P22
風水害等編　第2編新第3章第２節「土砂災害の防止」 

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第６章　地盤災害の予防
第１節　土地利用の適正誘導

第３節　土砂災害の防止

第２　市における措置
　１土砂災害警戒区域に関する警戒避難態勢の整備
　　本市には急傾斜地の崩壊の恐れがある土砂災害警戒区域等があるため、長久手市避難勧告マニュアルに基づき、対象警戒区域の避難態勢の充実・強化を図る。
　（追加）
　⑴　土砂災害に関する情報の収集及び伝達
⑵　避難勧告等の発令に関する事項
　長久手市避難勧告マニュアルにて、避難準備情報及び避難勧告、避難指示の発令を判断するための基準を設けており、関係機関の助言を参考に、基準にいずれかに該当する場合は発令を行う。
（追加）
第２章　水害予防対策
第２節　砂防対策

第１節　要配慮者利用施設に係る土砂災害対策

第６章　地盤災害の予防
第２節　宅地造成の規制誘導

第４節　被災地危険度判定の体制整備


	第３章　土砂災害等予防対策
第１節　土地利用の適正誘導

第２節　土砂災害の防止
第２　市における措置
　１土砂災害警戒区域に関する警戒避難態勢の整備
　　本市には急傾斜地の崩壊の恐れがある土砂災害警戒区域等があるため、長久手市避難勧告マニュアルに基づき、対象警戒区域の避難態勢の充実・強化を図る。
　　また、市防災会議は、土砂災害危険箇所、山地危険箇所等に関する資料を地域防災計画に掲載し、市民への周知が図られるよう考慮する。
⑴　土砂災害に関する情報の収集及び伝達
⑵　避難勧告等の発令に関する事項
　　長久手市避難勧告マニュアルにて、避難準備情報及び避難勧告、避難指示の発令を判断するための基準を設けており、関係機関の助言を参考に、基準にいずれかに該当する場合は発令を行う。
　　特に、土砂災害警戒情報が発令された場合直ちに避難勧告等を発令することを基本とした具体的な避難勧告等の発令基準を設定する。
第３節　砂防対策

第４節　要配慮者利用施設に係る土砂災害対策
第５節　宅地造成の規制誘導

第６節　被災地危険度判定の体制整備



風水害等編　第2編第8章第３節「避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成」

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第３節　避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成　　　　　　　　　　　　　　　　
　内閣府「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」に基づき、長久手市における避難勧告等に関する情報提供について「長久手市避難勧告マニュアル」を作成している。
　本マニュアルでは、避難勧告等の発令・伝達に関し、緊急時に、どのような情報に基づき状況を判断し、どのような対象区域の住民に対して避難勧告等を発令すべきか等の判断基準についての指針を示している。
　（追加）
	第３節　避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成　　　　　　　　　　　　　　　　

内閣府「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」に基づき、長久手市における避難勧告等に関する情報提供について「長久手市避難勧告マニュアル」を作成している。
　本マニュアルでは、避難勧告等の発令・伝達に関し、緊急時に、どのような情報に基づき状況を判断し、どのような対象区域の住民に対して避難勧告等を発令すべきか等の判断基準についての指針を示している。
特に、土砂災害に係る避難勧告等については、土砂災害警戒区域等を発令単位として事前に設定し、土砂災害警戒情報及び土砂災害警戒情報を補足する情報（メッシュ情報）等を用い、事前に定めた発令単位と危険度の高まっている領域が重複する区域等に避難勧告等を適切な範囲に絞り込んで発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定するものとする。


風水害等編　第3編第2章及び第2節「避難勧告・指示」

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第２章　避難行動

（追加）
	第２章　避難行動

特に、避難準備情報の発令により、高齢者や障がい者等、避難行動に時間を要する避難行動要支援者の迅速な避難や、風水害による被害のおそれが高い区域の居住者等の自主的な避難を促進する。

	第2節　避難の勧告・指示

第２　避難勧告・指示等の区分及び報告通知
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特にその必要があると認められるときは、避難のための立退きを指示又は勧告する。
（追加）
また、住民の迅速かつ円滑な避難を実現するため、一般住民に対して避難準備を呼びかけるとともに、要配慮者に早めの段階で避難行動を求める避難準備（要配慮者避難）情報を伝達する。
（追加）
なお、周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないときは、屋内での待避等の安全確保に関する措置を指示することができる。
（追加）
（追加）
	第2節　避難の勧告・指示　

第２　避難勧告・指示等の区分及び報告通知
１　避難勧告・避難指示
気象警報や土砂災害警戒情報等の発令、河川の水位や雨量等あらかじめ定めた避難勧告等の発令基準に基づき、速やかに的確な避難勧告・指示を行うものとする。
その他、河川管理者や水防団等と連携して警戒活動を行った結果、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、特にその必要があると認められるときは、避難のための立退きを指示又は勧告する。
避難勧告の発令の際には、避難場所を開設していることが望ましいが、避難のためのリードタイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、躊躇なく避難勧告を発令するものとする。
また、勧告・指示等を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい時間帯における避難準備情報の提供に努める。
２　避難準備情報
市民に対して避難準備（家屋被害に対する事前対策や避難場所で滞在するための衣類や食料品等の準備）を呼びかけるとともに、避難行動要支援者等に早めの段階で避難行動を開始することを求める避難準備（要配慮者避難）情報を伝達する。
また、必要に応じ、避難準備情報の発令等とあわせて指定緊急避難所を開設する。
３　屋内避難
周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないときは、屋内での待避等の安全確保に関する措置を指示することができる。
４　対象地域の設定
避難準備情報や避難勧告・指示等を行うにあたっては、対象地域の適切な設定等に留意する。
５　事前の情報提供
避難勧告や指示等に至る前から、河川管理者及び水防管理者等の協力を得つつ、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえ、それぞれの地域における時間雨量、今後の降雨予測等、気象状況に関する具体的な情報を提供し、住民への注意を促す。


Ⅳ_6　業務継続計画の策定に係る重要な要素の明確化に伴う修正
【主な修正箇所】

風水害等災害対策計画　第2編 第13章（P35)

地震災害対策計画　　　第2編 第12章（P164)

【新旧対照表】

風水害等　P20　　地震　P16

風水害等編　第2編第13 章　「業務継続計画の策定」

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	市は、激甚な被害を被った場合に備え、発災後に実施する災害応急対策及び継続する必要性の高い通常業務等を行うための業務継続計画を策定し、そのために必要な実施体制を整えるよう努めるものとする。

また、計画策定後は、より実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保に努めるとともに、定期的な研修・訓練等を通じた見直しを行うことにより、計画の定着や改訂などを行うものとする。

	第１　業務継続性の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　市は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、業務継続計画の策定等により、業務継続性の確保を図る。

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏まえた改訂などを行う。
災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うこととなることから、業務継続計画の策定等に当たっては、地域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、少なくとも次の事項について定めておくものとする。
①不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制
②本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定
③電気・水・食料等の確保
④災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保

⑤重要な行政データのバックアップ
⑥非常時優先業務の整理




Ⅳ_7　水防法の改正に伴う修正　

【主な修正箇所】

風水害等編　第2編 第2章（P13、P14)　　

【新旧対照表】

風水害等　P７

風水害等編　第2編第2 章、新第3節「浸水想定区域における対策」

	現行（平成27年6月修正）
	改　　正　　案

	第２章　水害予防対策

（追加）
	第２章　水防予防対策

水災による被害の軽減を図るため、浸水想定区域の指定等を受け、水防法等に基づく必要な減災対策を推進する。



	第５章　都市防災性の向上
第５節　都市排水対策
（追加）

	第２節　雨水出水対策
第３節　浸水想定区域における対策
雨水出水浸水想定区域の指定
県から雨水出水洪水浸水想定区域を指定を受けた場合、雨水出水浸水想定等の情報提供を受け、雨水出水ハザードマップ（防災マップ）を県の支援を受け作成する。


Ⅳ_８　下水道法の改正に伴う修正　
【主な修正箇所】

風水害等災害対策計画　第2編第2章（P14）

地震災害対策計画　　　第2編第5章（P138)　

【新旧対照表】

風水害等　P7　　地震　P8

風水害等編　第2編第2章　新第2節　「雨水出水対策」　

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第５章　都市防災性の向上
第５節　都市排水対策
　　　　快適な都市生活を確保するため、都市化に伴い浸水被害が発生しやすい市街地においては、公共下水事業等の排水施設設備を行い、市街地の浸水被害を未然に防止する。
　　　

　　　（追加）
	第２節　雨水出水対策　
第１　　快適な都市生活を確保するため、都市化に伴い浸水被害が発生しやすい市街地においては、公共下水事業等の排水施設設備を行い、市街地の浸水被害を未然に防止する。
第２　下水道管理者は、民間の雨水貯留施設等の整備と連携して浸水被害の軽減を推進する。


地震　編　第2編第5 章　第3節　「ライフライン関係施設等の整備」　

	現行（平成27年12月修正）
	改　　正　　案

	第３節　ライフライン関係施設等の整備

第４　下水道

　　下水道施設の被災時における復旧作業を円滑に実施するため、緊急連絡体制の確立、復旧用資機材の確保及び復旧体制の確立を図る。

（追加）
	第３節　ライフライン関係施設等の整備　

第４　下水道

下水道施設の被災時における復旧作業を円滑に実施するため、緊急連絡体制の確立、復旧用資機材の確保及び復旧体制の確立を図る。
また、発災後においても下水道施設の維持又は修繕が、迅速かつ円滑に行われるよう民間事業者との協定締結などに努める。


第４編　災害復旧・復興
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